
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [92.7%]
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [255,136円]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [18.30人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [18.4%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [133.6%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの
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瀬戸内町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄
①財政力指数（0.16）
　外海離島でありながら更に有人離島があり、広大な行政区域(240k㎡)に多くの集落が点在する本町は、行政経費
や公共基盤整備に発行した地方債償還額等が嵩み、財政力指数算定の分母となる基準財政需要額は48億に達し
ている。また、分子となる町税等の収入基盤も脆弱なため類似団体中、最下位となっている。今後も公債費適正化計
画に従い、公債費の縮減、投資的経費の適正化に努めるとともに、地方税の徴収強化等の取組により財政の健全
化を図る。
　
②経常収支比率(92.7％)
　前年度と比べ1.5％の改善となった。算定の分子となる経常経費充当一般財源は、集中改革プランに基づき、人件
費（△44,272千円)や公債費(△86,839千円)が減少したが、物件費が増（115,744千円）となり、分子総額として、前年
度より増となった。分母となる経常一般財源においては、地方税の減（△7,814千円）等を上回る普通交付税の増
（26,204千円）により前年度より増となった。分子・分母ともに増となったが、普通交付税の増が大きな要因となり改善
となった。今後も新・集中改革プラン、公債費適正化計画に則り、人件費・公債費等経常経費削減に努めるとともに、
地方税の徴収強化等を取組み、更なる改善を目指す。

③実質公債費比率(18.4％)
　過去に実施した起債事業に係る地方債償還額が大きく比率が増大していたが、公債費負担適正化計画に基づき
繰上償還の実施や新発債の抑制(８億を上限)、普通建設事業費の適正化により、年々改善しており、本年度も1.1％
改善した。今後も継続して取組、Ｈ24年度までに12％台を目指す。

④将来負担比率(133.6％)
　前年度と比べ28.8％の改善となった。これは地方債残高が繰上償還や新発債の抑制により減(△718百万）となった
こと、連結赤字額が減(△335百万）となったこと、将来負担額への充当可能基金が増（268百万）となったこと、普通交
付税の増により標準財政規模が増(81百万)となったこと等のためである。しかし、国保事業、簡易水道事業及び船舶
交通事業等の赤字会計により連結実質赤字額が嵩み、依然として比率は高くなっている。今後は、経営健全化計画
（簡水・船舶･農集排）や赤字解消10カ年計画（国保）に従い、更なる改善を図る。

⑤ラスパレイス指数(90.2)
　人件費の総額は類似団体と比較して高いが、有人離島３島を含む広大な行政区域を抱えることもあり職員数が多
いため、ラスパレイス指数としては類似団体平均を下回っている。職員数の減、期末・勤勉手当の抑制（加算分）等
により、人件費総額は年々減少しているが、今後も新規職員の採用抑制や各種手当の見直しを適宜行い、人件費
の適正化に努める。

⑥人口1,000人当たり職員数(18.3人)
　町民人口も減少しているものの、計画を上回る職員数の減(198人→193人：△5人）により1,000人当たり職員は前
年度18.81人から0.51ポイントの減となった。新集中改革プラン(H22～H26)に従い、退職者数の半数以下の採用に努
めてきた結果であり、今後も機構改革と合わせて職員数の適正化に取り組む。

⑦人口1人当たり人件費・物件費等決算額(255,136円）
　昨年度より若干の改善は見られるものの（△82円)、有人離島３島を含む広大な行政区域を抱え、職員数が多く、旅
費や船舶借上料などに経費が嵩み、人口1人当たり人件費・物件費等決算額は類似団体平均の1.7倍以上と高くなっ
ている。今後も、新集中改革プラン(H22～H26)に則り、職員数の適正化、採用・退職日の変更、適正な配置による人
件費の削減、行政コストや費用対効果の検証による物件費の節減に努める。


